
 

 

 

新潟市障がい者施設等の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガイドブック 

新潟市障がい児者の進路を考える会 

令和８年度 

北区 
事業所数 

２４ 

東区 
事業所数 

３７ 

江南区 
事業所数 

２３ 

秋葉区 
事業所数 

１７ 
南区 
事業所数 

８                                

中央区 
事業所数 

６７ 

西区 
事業所数 

４７ 

西蒲区 
事業所数 

１３ 



はじめに 
 

  新潟市障がい児者の進路を考える会は、福祉事業所の施設長や特別支援学校の進路指導担当者等

で構成する有志団体です。 

  障がい児者を取り巻く環境は目まぐるしく変化しています。平成15年４月に施行された「支援費

制度」の導入により、障がい児者が自らサービスを選択し、利用契約を行う仕組みになりました。 

  平成18年10月には「障害者自立支援法」が施行され、３障がい共通のサービス体系となり、障が

い児者が利用する福祉事業所の再編が行われ、就労支援の強化が図られるようになりました。 

  平成23年４月、「障害者自立支援法」は「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律」（障害者総合支援法）に生まれ変わり、障がい福祉サービスの対象者拡大や程度区分から支

援区分への変更などが盛り込まれました。 

  自ら障がい福祉サービスを選択できるという点では、個々の希望を踏まえた福祉事業所の利用が

可能であり、自分の求める生活ができるわけですが、一方で福祉事業所の情報を十分に把握してい

なければ、その福祉事業所が自分の希望するサービスを提供してくれるのかどうか、判断すること

は困難です。 

  新潟市障がい児者の進路を考える会では、新潟市内の障がい者福祉事業所の最新情報を提供する

ため、このガイドブックを毎年作成しています。 

  特別支援学校等の生徒やその保護者の皆さまが、卒業後の進路選択をする際の参考にしたり、自

宅もしくは福祉事業所で生活されている方が、一般就労に向けた訓練の場や余暇活動の場を探す際

の参考にしたり、ご活用いただければ幸いです。 

 

 

                      令和８年７月 

                  新潟市障がい児者の進路を考える会 

                     

 

 

 

  

 

 

 

 

※ 本ガイドブックの情報は、令和８年４月現在の情報です。 

※ 「定員」は１日あたりの受入可能人数です。 

※ 「登録者数」は登録している人の人数です。 

※ 内容に関する質問や見学の希望等は、各障がい者福祉事業所や職業訓練校等にご連絡 

ください。 



本ガイドブックに掲載している障がい者施設等の種類と内容 
○通所・入所サービス 

名  称 略称 主 な 対 象 者 主 な 内 容 備 考 

就労移行支援 

事業所  移 

●一般企業への就職を希望している65歳未満の

人 

●技術を習得し在宅での就労や起業を希望して

いる人 

○就労に必要な知識や能力の向上のため

に必要な訓練の実施 

○事業所や企業での実習 

○適性に合った職場探し 

利用できる

期間は２年

間 

就労継続支援 

事業所 

（Ａ型） 
Ａ 

●移行支援事業を利用したが、企業等の雇用に結

びつかなかった人 

●特別支援学校を卒業して就職活動を行ったが、

企業等の雇用に結びつかなかった人 

●就労経験のある人で、現に雇用関係の状態にな

い人 

○働く場の提供 

○就労に必要な知識や能力の向上のため

に必要な訓練の実施 

事業主と雇

用契約を結

ぶ必要があ

る 

就労継続支援 

事業所 

（Ｂ型） 
Ｂ 

●就労経験がある人であって、年齢や体力の面で

一般企業に雇用されることが困難となった人 

●50歳に達している人、又は障害基礎年金1級受

給者 

●上記に該当しない人で、就労移行支援事業者等

によるアセスメントにより、就労面に係る課題

等の把握が行われている人 

○作業の場の提供 

○就労に必要な知識や能力の向上のため

に必要な訓練の実施 

 

地域活動支援 

センター 

（Ⅱ型、Ⅲ型） 

地Ⅱ 

地Ⅲ 
●新潟市内に住所を有する15歳以上の障がいの

ある人 

○作業や訓練の機会の提供 

○文化的活動の提供 
 

自立訓練 

（生活訓練） 
生訓 ●施設や病院から出て地域で暮らす準備をした

い人 

●特別支援学校を卒業し社会人としての準備を

したい人 

○食事や家事等の日常生活能力を向上す

るための訓練の実施 利用できる

期間は２年

間 宿泊型 

自立訓練 
宿訓 

○居住しながら、食事や家事等の日常生活

能力を向上するための訓練を実施 

自立訓練 

（機能訓練） 
機訓 

●施設や病院から出て地域で暮らす準備をした

い身体障がいのある人 

●特別支援学校を卒業し社会人としての準備を

したい身体障がいのある人 

○身体機能・生活能力の維持・向上のため、

理学療法、作業療法その他必要なリハビ

リテーション等を実施 

利用できる

期間は１年

６ヶ月 

生活介護 生 ●常に介護を必要とする人 
○入浴・排せつ・食事の介護等、文化的活

動、訓練の機会の提供 
 

日中一時支援 日 
●家族の病気などの理由で、自宅で介護が受けら

れない人 

※短期間、施設に通所 

○入浴・排せつ・食事の介護等、文化的活

動、訓練の機会の提供 

  

就労定着支援 定 
●生活介護・自立訓練・就労移行支援・就労継続

支援Ａ型・Ｂ型を利用後、就労した人 

〇一般就労に伴い生じる日常生活や社会

生活を営む上での問題に関する相談、指

導、助言 

 

○職業訓練校 

名  称 略称 主 な 対 象 者 主 な 内 容 備  考 

新潟県立新潟 

テクノスクール 
 

●ハローワークで求職登録を受けている人のう

ち、訓練を受けた後に職業に就くことを希望

している人 

○就職につながる実践的な職業訓練の提

供 
 

○相談支援サービス 
名  称 略称 主 な 対 象 者 主 な 内 容 備  考 

地域活動支援 

センター（Ⅰ型） 
地Ⅰ ●困りごとや心配ごとのある障がい者、家族等 

○面接相談、訪問相談の実施 

○居場所の提供 
 

 



障がい福祉サービス等の利用の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
①相談 

各区役所健康福祉課、基幹相談支援センター、 

就業支援センター等に、利用したい施設やサービスについて相談してください。 

（実際に施設の見学に行ってみましょう） 

 
②申請 

各区役所健康福祉課、各地域保健福祉センターに申請します。 

利用したいサービスによって、必要な手続きが異なります。 

申請後に「サービス等利用計画案」の作成が必要な場合があります。 

   

心身の状況について聴き取り調査を受けます。 

障がい支援区分の一次判定 

障がい支援区分の二次判定 

障がい支援区分の認定 

「受給者証」・「利用証」が交付されます。 

サービスを受ける事業所と契約を結びます。 

利用料を支払います。利用料は原則1割負担ですが、所得の状況により軽減されます。 

 
③聴き取り

調査 

 
④支給 

  決定 

 
⑤契約 

 
⑥利用 

  開始 

※特別支援学校卒業後すぐに障がい福祉サービスの通所施設を利用する場合は、新潟市が 

  「利用調整」を行います。利用申請については学校を通じて連絡いたします。 

※ 地域活動支援センターの利用 
各事業所に直接相談してください。利用登録が必要です。 

サービス等利用計画案の作成 

サービス等利用計画の作成 

内容 

について 

審査請求 

※ 施設入所支援の利用 
申込順での入所ではありません。本人の心身の状況や家族の状況と、入所サービスの必要性を総合的に勘案し、入所

調整会議において優先順位が決定されます。 

生活介護 

療養介護 

短期入所 

グループ 

ホーム 

就労移行支援 

自立訓練 

(生活訓練) 

自立訓練 

（機能訓練） 

就労継続支援Ａ型 就労継続支援Ｂ型 

宿泊型 

自立訓練 

日中 

一時 

支援 

施設入所 

※ 児童福祉施設の利用 
各区役所に相談してください。 



 



 



 



 


